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【背景と目的】

　近年，日本の高齢者に対する訪問作業療法（以下，訪

問OT）の従事者が増加しつつあり１），需要と供給の増

加に伴うサービスの質の担保と教育的課題が指摘されて

いる２）．また，訪問して在宅高齢者の生活を支援する専

門職として，対象者（以下，CL）の健康増進や社会参

加へ向け，適切で効果的な介入をし，その成果と根拠を

示す必要があり１），訪問OT実践の質が問われていると

考えられる．

　先行研究では，訪問リハビリテーションの提供される

活動が心身機能に偏重していることや３），訪問OTはア

クティビティや自主トレの提案などの要望への対応が必

要であると指摘されている４）．しかしながら，これらは

高齢者に対する訪問OTの提供される活動について言及

されたものである．Donabedian５）は，保健医療の質は「構

造」と「過程」と「成果」という３つの側面から評価で

きると述べている．構造とは，施設や医療機器，保健医

療専門職の種類と数など物的あるいは人的資源の側面で

ある．過程とは，ガイドラインの利用や，実際に行われ

た保健医療従事者の態度や行動の側面である．成果とは，

行われた治療やケアの結果の側面である．特に「過程」は，

理想的な実践と現実の実践との乖離を明らかにし，今後

の提供されるべき実践内容の検討に利用できると言われ

ている６）．

　OTの「過程」は，1990年代から欧米でOTのプロセス

モデルや実践枠組みとして整備されてきた．代表的なも

のに，作業療法介入プロセスモデル（以下，OTIPM）７）

や作業療法実践枠組み（以下，OTPF）８），カナダ実践

プロセス枠組み（以下，CPPF）９）がある．これらのモ

デル・枠組みは，共通してOT過程を評価・介入・成果

の段階で区分できると考えられる．

　本研究では，これまで公表されている訪問OTの実践

に対して，OT過程（評価・介入・成果）の視点から検

討し，訪問OTの特性と今後の課題を明らかにすること

を目的とした．本研究の知見提出により訪問OT実践の

問題解決の一助に貢献したい．
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要旨：日本の高齢者に対する訪問作業療法の事例報告に対し，作業療法過程の観点から訪問OTの特性と今後の課題に

ついて検討する目的で文献研究を実施した．検索の結果118編が抽出され，スクリーニングにより40編が分析対象とな

った．分析の結果，日本の高齢者に対する訪問作業療法では，⑴対象者は，高齢者個人に加えその家族も含まれていた．

⑵目標は，（初めから・あるいは経過の中で）特定の作業に焦点化されている事例と，抽象的あるいは記載がなく不明

確なままの事例があった．⑶介入モデルの使用は，「回復モデル」29編，「習得モデル」27編，「代償モデル」29編，「教

育と教授モデル」13編（重複あり）であり，38編で２モデル以上を組み合わせて利用していた．⑷成果の記述は，作業

への焦点化36編，対象者の主観への着目20編，目標に対する測定可能な尺度の利用24編で，15編でこれら３つの観点を

含んでいた．
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【方法】

１．検索方法

　日本の高齢者に対する訪問OTの事例報告を多角的に

収集するために，データベース検索（医学中央雑誌

ver.5）と日本作業療法士協会の事例報告登録制度（以下，

事例報告登録）による検索，ハンドリサーチを利用した．

データベース検索では検索語「訪問」と「作業療法」と

「症例報告／事例報告」とし，原著論文（会議録を除く）

で抽出した．事例報告登録の検索では検索語「訪問」で

抽出した．

　検索結果から題目および要旨，本文に対するスクリー

ニングを行い選出した．包含基準は⑴対象年齢は65歳以

上（明記されていない場合は60歳代を含む），⑵在宅生

活者に対する訪問型OT，⑶身体・加齢障害領域，⑷作

業療法士（以下，OTR）の報告とした．都道府県士会

学術誌と研究紀要は除外した．ここでの訪問OTとは，

「疾病や加齢等による障害をもつ在宅高齢者に対して，

医療・介護等の保険種別を問わずその居住空間にOTR

が訪れてOTサービスを提供すること」とした．

２．分析方法

　本研究では，OTの代表的なプロセスモデル・実践枠

組み７−９）に共通する段階（評価・介入・成果）を参考

にして，次の⑴−⑷の項目を分析に利用した．これらの

プロセスモデル・実践枠組みを参考とした理由は，地域

に訪問するOT実践やその対象者を十分に捉えることが

できると判断したためである．

　⑴ CLの特性：年齢や疾患，要介護度，家族参加の有

無について分類した．

　⑵ 依頼者の要望（または指示）と目標設定：依頼者を

分類し，依頼（または指示）と目標の記述内容につ

いて比較検討した．

　⑶ 介 入 モ デ ル の 選 択 と そ の 根 拠： 本 研 究 で は，

OTIPMの介入モデル７）を参考に一部改変して，⒜

回復モデル，⒝習得モデル，⒞代償モデル，⒟教育

と教授モデルに分類した（表１）．OTIPMを参考と

した理由は，特定の作業に対する介入の焦点の所在

によってモデルが分類されており，訪問OTの多様

な介入方法を分類する方法として利用できると判断

したためである．なお，一部改変した内容としては，

介入の焦点について考える方法の観点７）から，作

業を用いず心身機能の回復や予防，維持に焦点を当

てている準備と反復/エクササイズ，模擬作業につ

いても回復モデルの区分に加えた．また，教育と教

授モデルには，事例報告を分析する目的に照らし，

少人数でのカンファレンスや話し合い等の教育を含

めた．

　⑷ 成果の記述：先行研究10）を参考に次の⒜−⒞で分

類し，３つの観点が満たされているか検討した．⒜

作業への焦点化（作業），⒝対象者の主観への着目（主

観），⒞目標に対する測定可能な尺度の利用（尺度）．

　本研究では，「作業」は，人々が関わる日常生活の活

動で，文脈の中で起こり，CLの要因，遂行技能，遂行

パターンの相互作用の影響を受けるもの８）として用い

た．また⒜の区分には，OTPF ８）の作業のカテゴリー（日

常生活活動，手段的日常生活活動，休息と睡眠，教育，

仕事，遊び，レジャー，社会参加）を利用した．なお，

⑶と⑷の分析は訪問OT経験のある２名（筆頭著者と第

２著者）が独立して行い，判断が異なる場合には議論で

決定した．また，分析過程で研究経験豊富な第３著者の

スーパーバイズを受けた．

表１　本研究で利用した作業療法の介入モデルの区分と説明＊

区　分 説　　　　　　　　明

回復モデル
心身機能や個人因子の回復，発達，維持，予防に焦点を当てたもの（なお，本研究では準備，反復練習/エク
ササイズ，模擬作業，回復作業の計画と実行を含む）

習得モデル 作業技能の習得，維持，予防に焦点を当てたもの（習得作業の計画と実行）

適応モデル
日常生活課題の遂行の質や，日常生活との結びつきを向上させるための，やり方の工夫，自助具や援助機器，
物理的・社会的環境の調整に関連した適応作業の計画と実行

教育と
教授モデル

日常生活や関連する作業遂行の話し合いに焦点を当てた，教育プログラムの計画と実行（なお，本研究では
事例報告を分析する目的に照らし，少人数でのカンファレンスや話し合い等の教育を含めた）

＊ 区分と説明は「作業療法介入プロセスモデル（OTIPM）」７）を一部改変して利用した．OTIPMでは介入モデルと作業療法士
の用いる活動が対となって示されている．すなわち，回復モデルは「回復作業」，習得モデルは「習得作業」，適応モデルは「適
応作業」，教育と教授モデルは「作業を基盤として教育プログラム」である．本研究では，介入の焦点について考える方法７）

から，作業を用いず心身機能の回復や予防，維持に焦点を当てている，準備，反復/エクササイズ，模擬作業についても回復
モデルの区分に加えた．
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【結果】

１．検索結果

　データベース検索93編，事例報告登録の検索22編，ハ

ンドリサーチ３編の計118編が検索された（最終検索日：

2015年２月８日）．この118編にスクリーニングを行い，

60代未満や入院の事例，都道府県士会学会誌など78編が

除外され，最終的に40編11−50）が分析対象となった．

２．日本の高齢者に対する訪問作業療法実践の特性

⑴CLの特性

　表２に示すように年齢は60 ～ 90歳代，介護度は要支

援１～要介護５，疾病や既往は脳血管障害，認知症，大

腿骨頚部骨折等であった（重複あり）．また，高齢者の

家族が意思決定へ関与した事例や家族に対する介入を行

った事例，家族の満足や介護負担を成果として記述した

事例があった．

⑵依頼者の要望（または指示）と目標設定

　依頼は専門職（介護支援専門員，主治医等），家族，

高齢者本人によるものであった（重複あり）．目標内容

が導入時の要望（または指示）と対比したとき，表３に

示すように⒜特定の作業に焦点化されている（「○○が

できるようになる」等）もの11−31）と，⒝介入当初の目

標設定は曖昧であるが介入経過のなかで特定の具体的な

作業に焦点が当てられた事例32−41）があった．一方で⒞

目標内容が抽象的あるいは記載がなく不明確な事

例42−50）があった．⒝の事例では役割チェックリストや

興味関心チェックリスト等を用いて高齢者個人や家族の

視点を取り入れていた．目標の具体的内容はセルフケア

や移動，移乗など主に日常生活活動に関わる項目が多く，

手段的日常生活活動や余暇，遊びも目標内容に含まれて

いた． 

⑶介入モデルの選択とその根拠

　介入モデルの結果はOTIPMの４つのモデルを一部改

変して利用したものである．表４に示すように，「回復

モデル」29編，「習得モデル」27編，「代償モデル」29編，

「教育と教授モデル」13編であった．また「回復モデル」

は回復を主たる目的とするものと，維持や２次障害の予

防等を主たる目的としたものに分けられた．38編で２モ

デル以上を組み合わせて利用していた．しかし，ほとん

どの事例で介入モデル選択の理由や目標達成期間が示さ

れていなかった． 

⑷成果の記述

　成果は，15編で「作業」と「主観」，「尺度」の３つの

観点が満たされた記述が見られた．種類別では「作業」

36編，「尺度」24編，「主観」20編であった．具体例を表

５に示す．

表２　日本の高齢者に対する訪問作業療法の事例報告における記述内容

項　目 内容の記述（単位：事例数）　Total: 40

年　齢 60代：４，70代：21，80代：12，90代：３

疾患・既往
脳出血：３，脳梗塞：16，認知症：９，神経変性疾患：３，大腿骨頚部骨折：３，腰椎圧迫骨折：２，
頸髄損傷：１，腰部脊柱管狭窄症：１，関節リウマチ：２，変形性関節症：２，慢性閉塞性肺疾患：３，
間質性肺炎：２，悪性腫瘍：３（重複あり）

介護度
要支援１：２，要支援２：１，要介護１：５，要介護２：４，要介護３：７，要介護４：３，要介護５：５，
記述なし：13

家族の参加
有：28（夫，妻，息子，息子の嫁，孫など重複あり）
無：12

介入期間 最短：１か月，最長：19か月，中央値：3.75か月

依頼者 専門職：18，家族：７，高齢者本人：５，不明：12（重複あり）

依頼内容
特定の作業に関する内容：12
曖昧または記述なし：28

目標内容
特定の活動・参加に関する内容：23
曖昧または記述なし：17

介入モデル
回復（／予防）：29，習得：27，代償：29，教育と教授：13（重複あり）
４つとも満たす：６

成果指標
作業：36，主観：20，尺度：24（重複あり）
３つとも満たす：15
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表３　日本の高齢者に対する訪問作業療法の目標の具体性に関する比較

表４　日本の高齢者に対する訪問作業療法の介入モデルの具体例

目標が抽象的あるいは不明確な事例（一部）

文献36
　依頼：「（家族）：身体機能低下の防止と健康維持をしてほしい」
　　　　「（専門職）：活動性と歩行能力の向上が必要」
　目標：「転倒防止と活動性の向上」
文献43
　依頼：「（専門職）：下肢痛・重苦感が楽になって、在宅生活が継続できるよう関わってほしい」
　目標：「疼痛緩和，筋力の回復，ADL/IADL改善」
文献32
　依頼：「（家族）：身の回りのことが何でも自分で行えるようになり，介助量が軽減してほしい．」
　　　　「（本人）：家事への参加」
　目標：記述なし

目標が特定の作業に焦点化されている事例（一部）

文献28
　依頼：「（専門職）：転倒が増えてきたので様子を見てほしい」
　目標：「自宅トイレを使用し，排泄の定着ができること」
文献11
　依頼：「（専門職）：本人が家事で疲れてしまう」
　目標：「料理を行う際に身体的努力なく，軽度の効率性の低下で行えること」
文献15
　依頼：記述なし
　目標： 「①楽しめる活動を見つけ日中30分程度その活動を楽しめる．②着替えで口論になることを週１回に減らす．③夜間

に廊下の電気をつけっぱなしにすることを週１日に減らす．④便器のなかにごみをためることがなくなる」

モデル 使　　　用　　　例

回復
モデル

／
予防

モデル

回復を主たる目的とするもの：
　 対象者にとって馴染みのある作業（日曜大工）によって意欲や活動性が向上した事例46），下肢の等尺性筋力強

化訓練によって疼痛を回避し筋力増強ができた事例28），体幹・上肢・手指に対する徒手的な介入を中心とした
運動コントロールモデルの利用によって機能改善した事例26）等．

維持・予防を主たる目的とするもの：
　 関節可動域訓練によって疼痛の低減と関節可動域の維持を図った事例24），呼吸体操や腹式呼吸などの呼吸訓練

を実施した事例25）等．

習得
モデル

乳がん術後患者に対する自主トレーニング内容の修正と習得および上衣着脱方法の練習22），家族の一員としての
役割獲得のために遂行手順と台所からの動線の工夫をした練習から，お茶出しおよび留守番の役割が再獲得でき
た事例32），段階付けた練習によって自転車習得に至った事例35），自宅内における歩行器歩行及び伝い歩き練習27），
腰痛の発生を抑えた起居方法の習得練習48）を実施し，習得に至った事例等．

代償
モデル

頸椎症性脊髄症の利用者に対する食事用自助具の作成17）や，既往に関節リウマチがある呼吸機器管理が必要な利
用者に対し，車椅子のブレーキの工夫と家族に対する排痰の介助指導を実施した事例25），趣味活動のための環境
として椅子とテーブル，道具の調整を実施した事例35），自宅内での移動のためにベッドの高さ調整やキャスター
付歩行器の導入をした事例18）等．

教育と
教授

モデル

家族に作業の要望を聞き，介入を協議し，対象者が興味を持つ活動を一緒に取り組んだ事例13），関係職種の理解
促進のために人間作業モデルの視点で情報をまとめ，定期的に話し合う機会をもった事例33），家族に対して疲労
や痛みの程度を考慮した自主訓練方法を指導した事例38），家族に対し排痰介助の指導や医療機器操作の確認を行っ
た事例45），主介護者が過度な負担とならない方法を共に探した事例49）等．
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【考察】

　本研究で明らかになったこととして，訪問OTでは，

１）CLの区分に高齢者個人に加えてその家族も含むこ

と，２）目標内容を具体化するプロセスを持つこと，３）

実際の自宅環境下で効果的に介入するモデルが利用され

ていること，４）成果はCLの主観が十分に示されてい

ない可能性が示唆された．今後は，１）CLとなる家族

の類型化や協業の支援方法，成果蓄積，２）OTRの介

入の理由付けを明らかにする課題が考えられた．以下に

その論拠を述べる．

１．日本の高齢者に対する訪問OTの特性

　今回，家族の訪問OTへの参加や，家族に対する介入

モデル利用や成果の記述がされている事例が見られた．

これは訪問OTでは，家族が評価・介入・成果の一連の

OT過程に関与していることを示すものである．CLは誰

かを明らかにすることはOT過程で重要だと言われてお

り７），本研究では訪問OTのCLに高齢者を介護する家族

を含めたCL群７）として位置付ける必要があると考えら

れた．

　目標設定では，表３のように抽象的な内容の依頼や指

示を受けつつ，目標を具体的な作業へと変容させていた．

目標内容が曖昧なままの状況では目標達成の期間や優先

順位が不明瞭となり，介入モデル利用に対する妥当性の

低下やサービスの不要な長期化の可能性が考えられ

る51）．表３の文献11や28のように，抽象的な依頼内容か

ら問題を個別の要素に分け客観的に評価して目標設定を

している事例が多く存在した．このような手続き的・診

断的な思考過程は「科学的リーズニング」52）と呼ばれる．

一方，表３の文献15のようにCLの興味やCLにとって価

値の高い作業を見出し，OTを展開した報告がされてい

た．このようなCLの視点を取り入れていく思考過程は

「物語的リーズニング」52）と呼ばれる．このように，本

研究では抽象的な依頼を受けつつ，OTRが科学的・物

語的リーズニングを利用して，目標を具体化するプロセ

スを持つと考えられた．

　介入モデルの選択は，今回の事例では「習得モデル」

と「代償モデル」が多く利用されていた．先行研究では

繰り返しの学習において自然な環境で53），実物を用いた

課題54）のほうがそうでないものより効果的な結果を導

くことが報告されている．また，「代償モデル」は短期

間で成果をあげる戦略55）であると言われている．訪問

OTでは週１～２回程度の頻度の中で成果をあげる必要

があり，実際の家屋環境や生活用具を利用した作業遂行

の習得や代償の戦略が求められると考えられた．

　成果の記述は「主観」は20編で「尺度」の24編よりも

少なかった．一方，Fisher10）は欧米の地域在宅のOTの

成果は，「主観」の視点の方が「尺度」の利用よりも多

かったと報告している．本研究では「主観」の記述が少

なかった理由として，日本のOT教育のカリキュラムで

入院施設を中心とした医学モデル中心だった56）ことか

ら，地域領域のOTであってもCLの主観が重要視されて

いない可能性や，構成的評価や非構成的評価による記述

が不足している可能性が考えられた．

２．日本の高齢者に対する訪問OTの今後の課題

　本研究では，前述のように訪問OTのCLには高齢者を

介護する家族を含めたCL群７）として位置付ける必要が

あると考えられた．先行研究では，介護に当たる家族の

介護負担感への支援の必要性は指摘されているが，家族

へのOT介入に関する知見が蓄積されているとは言い難

い57，58）．筆者の臨床経験から，訪問OTのCLとなる高齢

表５　日本の高齢者に対する訪問作業療法の成果の具体例

観　点 使　　　　　用　　　　　例

作業
料理が楽に行えるようになった12），音楽を楽しむことができるようになった，口論にならずスムースに着替える
ことができるようになった15），パークゴルフ大会や地域の清掃活動に参加するようになった33），自転車に安定し
て乗ることができるようになった35）等

主観
娘に対しOTの満足度を５段階（５：非常に満足～１：とても不満）で尋ねると５だった．そして「私もかかわり
方を学びました（略）これからがんばっていこうと前向きな気持ちになれました」と語った13），CLの変化によっ
て妻は介護負担が軽減し，「自分の時間が持てるようになった」と喜んでいた29）等

尺度

「作業」の観点を含む
　 機能的自立度尺度（FIM）20，23，24，28，29，39，41，46，48），バーセルインデックス（BI）26，49），運動とプロセス技能評

価（AMPS）11，12，15，17，25），作業の目標に対するゴール達成尺度（GAS）15）の使用
「主観」の観点を含む
　日本語版Zarit介護負担者尺度（J-ZBI）13，14，29），PCGモラールスケール30）

「作業」と「主観」の観点を含む
　 カナダ作業遂行測定（COPM）11，14−16，35），作業選択意思決定支援ソフト（ADOC）11），生活行為向上マネジメ

ントツール（MTDLP）18，19）
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者の家族には「高齢者個人に対して期待が高い家族」，「高

齢者個人の能力を正しく認識できずにいる家族」，「いわ

ゆる“お任せ”状態になっている家族」等が存在すると

思われる．本研究では，事例報告の情報からは家族に対

する詳細な分析が不可能であった．今後は訪問OTのCL

となる家族の類型化や協業の具体的な支援方法，成果の

蓄積が課題であると考えられた．

　また本研究では，回復モデルは回復を主たる目的とす

るものと，維持や２次障害の予防等を主たる目的とした

ものに分けられた．しかし，後者の利用ではサービスの

長期化51）に繋がりやすいと考えられ，効果的なOTとす

るためには「回復モデル」と「教育と教授モデル」の併

用や「教育と教授モデル」への移行が期待される．また，

このような介入モデルの見直しが必要と思われる事例は

他にも存在したが，今回ほとんどの事例で介入モデル選

択理由が記述されていなかった．今後，訪問OTの成果

と根拠の蓄積のためには，OTRの介入の理由付け（作

業療法リーズニング）を明らかにしていく課題が考えら

れた．

３．研究の限界と課題

　今回データベース検索では一つのみを利用したため，

対象とならなかった文献の可能性が考えられる．また，

海外の実践報告と比較検討することは課題として考えら

れる．

【結論】

　日本の高齢者に対する訪問OTの事例報告40編に対し

て分析を行った．訪問OTでは１）CLは高齢者個人に加

えその家族も含まれていた．２）目標は特定の作業に焦

点化されている事例と，抽象的あるいは記載がなく不明

確なままの事例があった．３）介入モデルの使用数は「回

復モデル」29編，「習得モデル」27編，「代償モデル」29

編，「教育と教授モデル」13編（重複あり）で，38編で

２モデル以上を組み合わせて利用していた．４）成果の

記述は，「作業」36編，「主観」20編，「尺度」24編で，

15編で３つの観点を含んでいた．今後は，１）CLとな

る家族の類型化や協業の具体的な支援方法，成果蓄積，

２）OTRの介入の理由付け（作業療法リーズニング）

を明らかにする課題が考えられた．
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